
九州運輸局
評価対象事業名：日本版MaaS推進・支援事業

地方運輸局等における
二次評価結果

⑤事業の今後の改善点 評価結果

宮崎県におけるＭ
ａａＳ実行委員会

ＪＲ九州列車と宮崎交通バスの結節性向上のた
めのフィジカル面の整備に合わせてMaaS連携基
盤システムを改修し、ソフト面とハード面の両面か
らシームレスな移動の実現を目指して取り組ん
だ。
また、対象エリアのＪＲ九州の８駅に、MaaSアプリ
で販売するデジタルチケット上に表示するＱＲコー
ドを読み取る端末を設置し、デジタルチケット有効
性判定の自動化によるキャッシュレス決済の推
進、移動関連データの収集を実施した。
いずれの事業も、今後はアンケート調査を実施
し、利用者の声に基づいた評価を実施する。

A
交付申請時の計画通
り、事業を適切に実施し
ている。

A

・アプリの利用満足度　70％以上:：
今後アンケート調査により評価
・アプリによるルート検索回数　延
べ5,000回：集計中
・デジタルチケットの販売枚数
1,000枚：集計中
・宮崎地区におけるデジタルチケッ
ト利用者の利用実績データの把握
（50%以上）：集計中
　※当初の定量的な評価に加え、
アンケート調査による定性的な評
価を実施予定。

今後は、アンケート調査等で
得られた利用者の声に基づ
き、ＭａａＳ連携基盤システム
やＱＲ読み取り機の必要な改
修を実施し、ユーザーイン
ターフェースの向上に努めて
いくとともに、展開エリアの拡
大を検討していく。

指標を利用満足度や利用実績把握と
し、アンケート調査により、MaaS導入
の利用者の満足度向上に取り組まれ
ていることを評価します。
これからの効果検証にしっかり努め、
利用実績を分析し、そこから対応策に
繋げていくことで、シームレスな移動と
利用者の利便の増進を実現すること
を期待します。

地域公共交通確保維持改善事業（新モビリティサービス推進事業）・事業評価総括表

補助事業者における事業評価結果

③事業実施の適切性 ④目標・効果の達成状況

令和4年3月31日

①補助事業者 ②事業概要 備考



九州運輸局
評価対象事業名：新型輸送サービス導入支援事業（AIオンデマンド交通の導入）

地方運輸局等における
二次評価結果

⑤事業の今後の改善点 評価結果

熊本県玉名市

玉名市小田・梅林
地域を運行する乗
合タクシーにおい
て、AIオンデマンド
交通を導入する。

A
事業が計画に位置づけ
られたとおり、概ね適切
に実施された。

A

これまでの玉名市小田・梅林地域の
乗合タクシーでは、予約〆切後にタク
シー事業者が運行ルートを決定して
運転手に指示書（紙）を渡して運行し
ていたので、予約締切時間を「出発１
時間前まで」としていた。
AIオンデマンド交通の導入に伴い、市
の予約受付担当者が使用するPCか
ら運転手の車載端末（タブレット）に運
行ルート等のデータを送信できるよう
になったため、予約締切時間を目標
どおり「出発３０分前まで」に半減させ
ることができ、利用者の利便性の向
上に繋げることができた。

小田・梅林地域に導入して
いる乗合タクシーの運行エリ
アを、令和４年４月に玉陵校
区（小田・梅林・玉名・月瀬・
石貫・三ツ川地域）に拡大す
る。また、令和５年４月には
天水地域の乗合タクシーに
AIオンデマンド交通を導入
し、将来的には岱明地域（滑
石・岱明地域）および横島地
域（大浜・豊水・横島地域）の
乗合タクシーにも導入する予
定である。

評価の指標を乗合タクシーの予約の
締切時間とし、利用者利便の向上に
繋がっていることを評価します。
引き続き利用者のニーズの把握や利
用状況の分析により、利用者の利便
性向上となる取組の実施を期待する
とともに、効果的・効率的なサービス
が提供されることを期待します。

地域公共交通確保維持改善事業（新モビリティサービス推進事業）・事業評価総括表
令和4年3月31日

①補助事業者 ②事業概要
補助事業者における事業評価結果

備考

③事業実施の適切性 ④目標・効果の達成状況



九州運輸局
評価対象事業名：新型輸送サービス導入支援事業（マイクロモビリティ等の導入）

地方運輸局等における
二次評価結果

⑤事業の今後の改善点 評価結果

株式会社mobby
ride

シェア型電動キックボードの貸出・返却に必
要なシステムの整備及び需要供給を管理す
るシステムの整備・改良を実施する。

A
計画のとおり、概ね適
切に実施された。

B

システムの整備・改良は
計画通り実施したが、
2021年12月後半より配置
する車体台数に関して、
計画的減退を実施したた
め十分な検証を行うこと
が困難となり目標数値は
達成しない見込み。

引き続き、パーソナルモビリ
ティとしての渋滞解消への寄
与、他の移動手段と共存し
公共交通を支える役割を果
たすことができるか検証を継
続する。専用駐輪場の増設
及び福岡市中央区以外の複
数地域での導入拡大も実施
する。

評価の指標を利用者回数・利用者数
とされていますが、利用者の増加・減
少の要因を分析し、そこから対応策に
取り組まれていることを評価いたしま
す。
今後の改善点が着実に解決されるこ
とにより、より便利かつ効率的なサー
ビスが提供されることを期待します。

neuet株式会社

福岡市内における導入地域（福岡市中央
区・南区・西区・早良区・東区）において、
シェアサイクル用ポート（駐輪場）を当初計
画通り125ヶ所に導入する。
また、スマートロックシステムの追加開発に
おいては、ビーコン方式により駐輪場で自
転車所在を把握するシステムの開発は完
了し、今後機器導入を実施する。

B

事業が計画に位置づけ
られたとおり、概ね適切
に実施されたが、一部
で実施されなかった点
もあった。その点に関し
ては、課題の整理が図
られた。

A

令和3年12月末時点で、
ポート数119箇所の導入
を完了しており、令和4年
1月末には追加で7ヶ所の
導入予定をしており、計
画に位置付けられた目標
を達成する見込み。

福岡市内における導入地域
（福岡市中央区・南区・西区・
早良区・東区）においてシェ
アサイクルポート数が累計で
470ヶ所となり、様々な形の
ポートを組み合わせ福岡市
との福岡市自転車活用推進
計画通り令和6年度末に
600ヶ所の導入拡大を行う。

評価の指標をポート数・利用者数と
し、新型輸送サービスの導入によるに
取り組まれ目標を達成される見込み
であることを評価します。
今後も利用状況の把握・分析を行うこ
とにより、利便性の向上と持続可能な
サービスの提供に寄与することを期待
します。

地域公共交通確保維持改善事業（新モビリティサービス推進事業）・事業評価総括表
令和4年3月31日

①補助事業者 ②事業概要
補助事業者における事業評価結果

備考

③事業実施の適切性 ④目標・効果の達成状況



九州運輸局
評価対象事業名：地域交通キャッシュレス決済導入支援事業

地方運輸局等における
二次評価結果

⑤事業の今後の改善点 評価結果

宮崎県におけるＭ
ａａＳ実行委員会

デジタルチケット有効性判定を自動化す
ることで、完全なキャッシュレスを実現し、
お客さまの利便性を向上させることを目
的に、MaaSアプリで販売するデジタルチ
ケットにＱＲコードを表示させる機能を実
装し、駅に設置するＱＲ読み取り機で、ア
プリ上に表示するＱＲコードの読み取りを
行う取り組みを実施した。今後は、アン
ケート調査により、利用者の声に基づい
た評価を実施する。

A
交付申請時の計画通
り、事業を適切に実施
している

A

・宮崎エリアで発売中のデジ
タルチケットへのQRコードの
実装（JR線関連チケットの
100％）：達成
・宮崎地区におけるデジタル
チケット利用者の利用実績
データの把握（50%以上）：今
後集計予定
※当初の定量的な評価に加
え、アンケート調査による定
性的な評価を実施予定。

今後は、アンケート調査等で
得られた利用者の声に基づ
き、ユーザーインターフェー
スの向上に努めていくととも
に、他のデジタルチケットへ
の機能実装とＱＲ読み取り機
の導入エリア拡大を検討して
いく。

目標値を実装率と利用実績把握とし、
公共交通のキャッシュレス決済の利
用促進に取り組まれ、目標を達成見
込みであることを評価します。また、今
後予定されているアンケート調査によ
り、利用者満足度向上に取り組まれて
いることを評価します。
今後の課題が着実に解決されること
により、利用者の利便が増進すること
を期待します。

熊本都市バス株
式会社

共通定期制度導入に向けた熊本地域振
興ICカードへの機能追加、及び共通定期
売上分配サービスのシステム改修を実施
する見込み

A
事業が計画に位置づけ
られたとおり、概ね適切
に実施される見込み。

・4/1より実施のため、現時点
で目標値の達成については
不明。５社・熊本市内５方面
を中心に複数事業者が競合
している路線で定期券の共
通利用化が実現見込み。車
両台数では500台規模。

目標値の達成状況が見極め
られてから判断する

目標値を利用率としておりますが、今
後の効果検証に努めていただき、利
用者の分析により、そこから対応策に
繋げていくことを期待いたします。ま
た、今後の改善点を着実に解決され
ることを期待します。

地域公共交通確保維持改善事業（新モビリティサービス推進事業）・事業評価総括表
令和4年3月31日

①補助事業者 ②事業概要
補助事業者における事業評価結果

備考

③事業実施の適切性 ④目標・効果の達成状況


